
2024年11月22日

日本商工会議所

地域経済を牽引する中堅・中小企業における

投資動向調査結果



1調査概要

※中堅・中小企業の例：①地域未来牽引企業等に認定されている企業 、②従業員2,000名以下の中堅企業や、中堅企業への
成長を目指す中小企業（従業員100名以上等、比較的規模が大きい事業者)等

※各種データは端数処理（四捨五入）の関係で、合計値が100％とならない場合がある。

• 半導体など戦略産業の国内立地が進む中で、地域経済を牽引する中堅・中小企業においても、成長分野への設備投資が
活発化する一方、産業用地等の事業インフラ不足が顕在化している。

• 地域における投資環境整備に向けた商工会議所の政策提言の基礎資料とするため、中堅・中小企業における投資動向の
実態等について調査を実施する。

目
的

期
間 • 2024年９月２日（月）～10月４日（金）

対
象

中堅・中小企業向け
調査

各地商工会議所向け
調査

回
答
数

• 684社 / 1545社(※) （回収率44.2％）

• 各地商工会議所を通じたオンライン、郵送による調査

■過去５年程度の拠点新設等の設備投資実績、背景・内容

■今後５年程度の拠点新設等の設備投資予定、背景・内容

■地域の若者・女性の確保・定着に向けた良質な雇用の創出

• 353商工会議所 / 515商工会議所（回収率68.5％）

• オンライン調査

■地域における大規模工場等の立地・進出状況

■行政等における企業誘致の取組み状況

■企業誘致に関する地域の課題

方
法

主
な

調
査
項
目
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中堅・中小企業向け調査

（地域未来牽引企業等）
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86.3%

68.1%

77.6%

8.7
％

15.6
％
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16.3
％

11.7
％

①コロナ前(2019年)

②コロナ禍(2020-2022年)

③直近決算期(2023年)

黒字

収支トントン

赤字

資本金額

回答企業の属性

企業業種 直近決算期(前期)売上高従業者数

業種 件数 構成比

製造業 434 (64.4%)

サービス業 79 (11.7%)

建設業 55 (8.2%)

卸売業 45 (6.7%)

運輸業 34 (5.0%)

小売業 27 (4.0%)

資本金 件数 構成比

1千万円以下 112 (16.4%)

1千万円超～
5千万円以下

274 (40.2%)

5千万円超～
1億円以下

204 (29.9%)

1億円超 92 (13.5%)

従業員数 件数 構成比

0人～
100人

242 (35.6%)

101人～
300人

285 (42.0%)

301人
以上

152 (22.4%)

売上高 件数 構成比

１億円以下 28 (4.1%)

１億円超５億円以下 47 (7.0%)

５億円超10億円以下 61 (9.0%)

10億円超30億円以下 181 (26.8%)

30億円超50億円以下 98 (14.5%)

50億円超 261 (38.6%)

近年の収益状況 所在地域（本社所在地）

拠点数
国内拠点 (n=643) 海外拠点 (n=529)

件数 構成比 件数 構成比

国内本社のみ 79 (12.3%) 398 (75.2%)

1か所 149 (23.2%) 59 (11.2%)

2か所 107 (16.6%) 22 (4.2%)

３～５か所 163 (25.3%) 31 (5.9%)

６～10か所 73 (11.4%) 14 (2.6%)

11か所以上 72 (11.2%) 5 (0.9%)

本社以外の拠点数

n=674 n=682 n=679 n=676

n=678

地域 件数 構成比

東京圏 61 (8.9%)

名古屋圏 72 (10.5%)

大阪圏 73 (10.7%)

地方圏 478 (69.9%)

◼東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県
◼名古屋圏：愛知県、岐阜県、三重県

◼大阪圏：大阪府、京都府、兵庫県、奈良県
◼地方圏：上記以外の道県
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1億円
以下, 
4.1%

3.8%

5.5%

6.7%

3.7%

1億円超5
億円以下, 

5.8%

16.5%

7.3
％

2.2%

2.9%

11.1%

5億円超10
億円以下, 

6.9%

16.5%

5.5%

8.9%

14.7%

14.8%

10億円超30億円
以下, 27.2%

29.1%

27.3%

11.1%

29.4%

29.6%

30億円超
50億円以
下, 13.8%

6.3

％

18.2%

20.0%

23.5%

14.8%

50億円超, 
40.8%

27.8%

36.4%

51.1%

29.4%

25.9%

製造業

サービス業

建設業

卸売業

運輸業

小売業

1億円以下 1億円超5億円以下 5億円超10億円以下

10億円超30億円以下 30億円超50億円以下 50億円超

本社のみ, 
12.6%

8.5
％

19.2%

7.0
％

6.1
％

7.7
％

1か所, 
27.1%

12.7%

28.8%

14.0%

18.2%

7.7
％

2か所, 
18.7%

18.3%

11.5%

9.3%

15.2%

11.5%

３～5か所, 
24.1%

28.2%

25.0%

32.6%

24.2%

23.1%

６～10か所, 
11.1%

9.9%

5.8
％

14.0%

18.2%

15.4%

11か所以上, 
6.4%

22.5%

9.6%

23.3%

18.2%

34.6%

製造業

サービス業

建設業

卸売業

運輸業

小売業

本社のみ 1か所 2か所 ３～5か所 ６～10か所 11か所以上

回答企業の属性（詳細）

業種別売上高 業種別・拠点数（国内）

n=434

n=79

n=55

n=45

n=34

n=27

n=406

n=71

n=52

n=43

n=33

n=26
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中堅・中小企業の投資意欲
（拠点（工場、研究開発、物流、営業、本社・支社等）の新設・拡張・移転等の投資実績、計画）

実施していない
43.3%

計画している
23.5%

検討中
23.6%

計画していない
52.9%

45.0%

61.6%

65.6%

55.0%

38.4%

34.4%

0人～100人

101人～300人

301人以上

実施した 実施していない

実施した
(実施中含む)

56.7%

計画している・
検討中
47.1%

n=240

n=282

n=156

n=242

n=284

n=157

19.2%

22.7%

31.4%

18.8%

25.9%

27.6%

62.1%

51.4%

41.0%

0人～100人

101人～300人

301人以上

計画している 検討中 検討していない

計画している・検討中:48.6%

計画している・検討中:59.0%

（従業員規模別）（従業員規模別）

過去５年程度 今後５年程度

• 過去５年程度の投資実績をみると、約６割の企業で拠点新設等の投資を実施。従業員規模別では、301人以上の企業で７割にのぼる。

• 今後５年程度の投資予定をみると、約５割の企業が拠点投資を計画・検討している。従業員規模別では、301人以上の企業で約６割が計
画・検討しており、中堅・中小企業は、引き続き高い投資意欲を有していると推察される。

n=683

拠点新設・拡張・移転 拠点新設・拡張・移転

n=677
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5億円以下
59.9%5億円超10億円以下

15.6%

10億円超30億
円以下
14.6%

30億円超50億円
以下
5.0%

50億円超, 5.0%

• 投資額が10億円超の企業の割合は、過去５年（24.6％）に対して、今後５年では30.3％と増加する見込み。

• 従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど大型投資の割合が増加。特に、従業員301人以上の企業では、10億円超の投資を行う企業が
５割超と、積極的な取組みを進めており、地域経済において重要な役割を担っていることが推察される。

中堅・中小企業の投資額

拠点新設等に係る投資額(総額)

（従業員規模別）

拠点新設等に係る投資額(総額)

5億円以下
52.5%

5億円超10億円
以下

17.2%

10億円超30億円
以下

19.0%

30億円超50億
円以下
6.8%

50億円超, 4.5%

10億円超
24.6%

84.9%

58.5%

33.8%

7.0%

20.4%

16.2%

13.4%

27.0% 9.5% 13.5%

0人～100人

101人～300人

301人以上

10億円超：8.1％

10億円超：21.1％

10億円超：50.0％

70.6%

50.0%

34.5%

20.6%

16.3%

14.5%

26.5%

21.8%

5.1%

14.5% 14.5%

0人～100人

101人～300人

301人以上

10億円超：51.0％

10億円超：33.7％

10億円超：8.8％

（従業員規模別）

投資額

(最高額) 350億円

(平均) 14億円

(中央値) 3.5億円

投資額
（予定）

(最高額) 500億円

(平均) 15億円

(中央値) ５億円

n=86

n=142

n=74

n=68

n=98

n=55

10億円超
30.3%

n=302 n=221

過去５年程度 今後５年程度
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18.3%

8.7%

16.3%

8.7%

17.3%

15.4%

11.5%

5.8%

23.1%

10.6%

9.6%

19.2%

12.5%

AIチップ・半導体関連

情報通信関連(5G、次世代通信技術等)

再生可能エネルギー関連

次世代電池関連(蓄電池・燃料電池等)

自動車・船舶関連(自動運転、EV・PHV等)

ロボット関連

新素材関連(炭素繊維等)

航空宇宙関連

医療・ヘルスケア・バイオ関連

農林水産業関連(六次産業化、輸出産業化等)

循環型経済関連(ｻｰｷｭﾗｰｴｺﾉﾐｰ、再生材利用)

観光関連(飲食・宿泊、交通、産業観光等)

地場産業の高付加価値化・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの転換

48.6%

43.6%

32.6%

26.0%

24.1%

需要増への対応

既存拠点の老朽化への対応

新たな産業分野等への進出・事業拡大

人材確保・定着（働き方改革の推進等）

既存事業の見直し・再編

56.6%

36.2%

35.1%

27.1%

24.8%

需要増への対応

既存拠点の老朽化への対応

新たな産業分野等への進出・事業拡大

人材確保・定着（働き方改革の推進等）

デジタル化・省力化の推進

中堅・中小企業の投資背景

投資理由、背景【上位５[複数回答]】

（「新たな産業分野」の内容）

デジタル

グリーン

製造・輸送

生活領域

地域

投資理由、背景【上位５[複数回答]】

（「新たな産業分野」の内容）

デジタル

グリーン

製造・輸送

生活領域

地域

• 拠点投資の理由・背景をみると、過去５年・今後５年ともに「需要増への対応」が最も多く、「既存拠点の老朽化への対応」、「新たな産業分野
等への進出・事業拡大」が続く。また、足元では深刻な人手不足を背景に、人材確保や省力化を背景とする投資も行われている。

• 「新たな産業分野等への進出・事業拡大」の具体的な投資分野は、自動運転やEV・PHV関連をはじめとする輸送機械やロボット、半導体、医
療等の成長分野に関するものが多い。また、インバウンドを含む観光需要の拡大に伴い、観光関連に関する内容も多くみられる。

19.1%

11.0%

16.9%

9.6%

19.9%

16.2%

5.1%

4.4%

18.4%

6.6%

5.1%

12.5%

11.8%

AIチップ・半導体関連

情報通信関連(5G、次世代通信技術等)

再生可能エネルギー関連

次世代電池関連(蓄電池・燃料電池等)

自動車・船舶関連(自動運転、EV・PHV等)

ロボット関連

新素材関連(炭素繊維等)

航空宇宙関連

医療・ヘルスケア・バイオ関連

農林水産業関連(六次産業化、輸出産業化等)

循環型経済関連(ｻｰｷｭﾗｰｴｺﾉﾐｰ、再生材利用)

観光関連(飲食・宿泊、交通、産業観光等)

地場産業の高付加価値化・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの転換

n=387 n=319

n=136 n=104

過去５年程度 今後５年程度
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・
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業
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設

本
社
・
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社

(

機
能)

新設 増設 移転 国内回帰 その他

「その他」の内容：M&A、福利厚生施設の併設 等

計62か所

89

20 33 46
24

98

24
34 5

17

25

7

8 28 38

1

3

1 4 2

21

6
6 13 10

0

50

100

150

200
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工
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・
生
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拠
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研
究
・
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点

倉
庫
・
物
流

施
設

店
舗
・
営
業

施
設

本
社
・
支
社

(

機
能)

新設 増設 移転 国内回帰 その他
計234か所

計91か所

57.4%

59.6%

58.8%

25.5%

61.4%

22.4%

17.5%

17.6%

24.5%

20.5%

20.3%

22.8%

23.5%

50.0%

18.2%

工場・生産拠点

研究・開発拠点

倉庫・物流施設

店舗・営業施設

本社・支社(機能)

本社と同一市町村 本社と同一都道府県 本社所在地以外の都道府県

66.3%

70.7%

63.8%

18.0%

72.5%

15.8%

19.5%

18.8%

44.3%

17.5%

17.9%

9.8%

17.4%

37.7%

10.0%

工場・生産拠点

研究・開発拠点

倉庫・物流施設

店舗・営業施設

本社・支社(機能)

本社と同一市町村 本社と同一都道府県 本社所在地以外の都道府県

（拠点新設場所） （拠点新設場所（予定））

投資を行った拠点[複数回答] 投資を行う拠点（予定）[複数回答]

n=237

n=57

n=85

n=94

n=88

n=190

n=41

n=69

n=61

n=40

同一都道府県：79.8％

同一都道府県内：77.1％

同一都道府県内：76.4％

同一都道府県内：50.0％

同一都道府県内：81.9％

同一都道府県：82.1％

同一都道府県内：90.2％

同一都道府県内：82.6％

同一都道府県内：62.3％

同一都道府県内：90.0％

中堅・中小企業の投資先（拠点、地域）

• 過去５年程度の投資内容をみると、工場・生産拠点が最も多く、次いで店舗・営業施設、本社・支社（機能）が続く。このうち、工場・生産拠
点では「増設」が最も多い。また、地政学リスクや為替動向等を背景に国内回帰をした企業や、M&Aによって拠点を増やす企業もみられる。一方、
今後５年後の投資内容をみると、輸送力不足への対応等を目的に倉庫・物流施設へのニーズが高い。

• 拠点新設の際の立地をみると、既存の本社・工場の隣接地といった、近接地（同一市町村・同一都道府県）を選ぶ傾向にある。

「その他」の内容：M&A、耐震化、改修 等

n=387
n=319

計60か所
計82か所

計96か所

計191か所

計43か所

計71か所

計47か所

過去５年程度 今後５年程度
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40.1%

22.3%

21.3%

16.6%

12.9%

11.6%

10.7%

3.4%

13.2%

10.3%

9.1%

8.8%

3.4%

3.1%

2.2%

7.8%

6.3%

4.7%

本社・その他自社拠点との近接性

交通アクセス(道路、空港、港湾、駅の近接性)

用地のスペック(面積、周辺環境への配慮等)

取引先との近接性

事業インフラ(工業用水、電力、ガス、通信)

災害リスクの少なさ

市場(人口集積等)、原材料産地との近接性

産業集積(関連する企業の密集度)

従業員の生活環境(居住・商業機能等)

契約内容(金額、着工・入居可能時期等)

雇用環境(人材確保の容易さ)

土地利用規制の障害の低さ

地権者や周辺住民との合意形成

産業団地の存在

経営者等の個人的なつながり(創業地など)

自治体による助成

産業ﾋﾞｼﾞｮﾝ、地域経済牽引事業計画等による支援

窓口・相談体制の充実

33.1%

18.3%

17.8%

16.5%

10.9%

7.5%

6.7%

4.1%

10.1%

7.5%

5.9%

5.7%

2.3%

2.1%

1.3%

8.3%

4.1%

2.1%

本社・その他自社拠点との近接性

交通アクセス(道路、空港、港湾、駅の近接性)

取引先との近接性

用地のスペック(面積、周辺環境への配慮等)

市場(人口集積等)、原材料産地との近接性

災害リスクの少なさ

事業インフラ(工業用水、電力、ガス、通信)

産業集積(関連する企業の密集度)

従業員の生活環境(居住・商業機能等)

契約内容(金額、着工・入居可能時期等)

雇用環境(人材確保の容易さ)

土地利用規制の障害の低さ

産業団地の存在

経営者等の個人的なつながり(創業地など)

再エネ等の脱炭素への対応

自治体による助成

産業ﾋﾞｼﾞｮﾝ、地域経済牽引事業計画等による支援

窓口・相談体制の充実

過去５年程度 今後５年程度

立地先の選定理由 立地先の選定理由

地
理
的
条
件

経
済
・
社
会
環
境

サ
ポ
ー
ト

地
理
的
条
件

経
済
・
社
会
環
境

サ
ポ
ー
ト

中堅・中小企業の投資先（地域）選定理由

• 立地先の選定理由をみると、本社等の自社拠点や取引先との近接性、交通アクセス、用地スペックといった地理的条件を重視する企業が多い。
また、従業員の生活環境や雇用環境（人材確保の容易さ）等、人手不足を背景に人材の確保・定着に関するニーズもみられる。

• また、今後５年をみると、拡大する投資需要の受け皿となる事業インフラの存在や、巨大地震・集中豪雨等の災害リスクの少なさに対するニーズも
伸びており、多角的に拠点立地先を検討していることがうかがえる。

n=387 n=319



10中堅・中小企業の投資先（本社立地地域・投資先地域）

66.5%

60.0%

68.7%

54.5%

64.8%

6.9
％

5.5
％

6.0
％

6.8
％

4.5
％

25.8%

30.9%

24.1%

23.9%

28.4%

0.9%

3.6%

1.2%

14.8%

2.3%

工場・生産工場

研究・開発拠点

倉庫・物流施設

店舗・営業施設

本社・支社

(機能)

地方圏から地方圏 三大都市圏から地方圏

三大都市圏から三大都市圏 地方圏から三大都市圏

地方圏への投資：73.4％

地方圏への投資：65.5％

地方圏への投資：74.7％

地方圏への投資：61.3％

地方圏への投資：69.3％

69.5%

61.0%

68.1%

54.1%

62.5%

4.2%

4.9%

1.4%

3.3%

2.5%

20.5%

31.7%

23.2%

23.0%

32.5%

2.9%

14.8%

5.8%

2.4%

4.3%

4.9%

2.5%

工場・生産拠点

研究・開発拠点

倉庫・物流施設

店舗・営業施設

本社・支社

（機能）

地方圏から地方圏 三大都市圏から地方圏

三大都市圏から三大都市圏 地方圏から三大都市圏

未定

地方圏への投資：73.7％

地方圏への投資：65.9％

地方圏への投資：69.5％

地方圏への投資：57.4％

地方圏への投資：65.0％

地方圏・三大都市圏別に見た投資先の関係（from to)

（投資例）

• 中堅・中小企業の投資先をみると、地方圏の企業は、過去５年の実績・今後５年の見通しともに地元での投資を着実に行っていることが推察さ
れる。また、一部では、三大都市圏の企業が地方圏で投資を行うケースもみられる。

• 今後５年の見通しが「未定」とする企業においても、地方圏での投資を検討する声が聞かれる等、今後、交通アクセスや産業用地、生活環境とい
った条件が整い、企業ニーズと合致すれば、投資先としての地方圏の可能性が期待される。

•長崎県 電子部品製造(半導体関係)→県内拠点新設 (100億円)

•兵庫県 金属加工→県外同業者をM&A、県内工場拡張(20億円）

•愛知県 金属加工→石川県内の工場を拡張予定（50億円超）

•北海道 建設業→道内同業者をM&A予定（２千万円）

地方圏・三大都市圏別に見た投資先の関係（from to)

過去５年程度 今後５年程度

n=237

n=57

n=85

n=94

n=88

n=190

n=41

n=69

n=61

n=40

（投資例）
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• 拠点別に投資額をみると、製造・生産拠点、研究・開発拠点で10億円超の大型投資の割合が高い。特に今後５年の見通しでは、研究・開発
拠点の大型投資が５割超にのぼり、新製品開発や技術革新に向けた取組みへの関心の高さがうかがえる。

過去５年程度 今後５年程度

（参考）中堅・中小企業の投資額（拠点別総額）

39.7%

39.4%

42.9%

35.5%

74.4%

21.9%

9.1
％

21.4%

29.0%

7.0
％

24.0%

24.2%

25.0%

22.6%

9.3
％

8.9
％

18.2%

10.7
％

9.7
％

9.1
％

工場・生産拠点

研究・開発拠点

倉庫・物流施設

店舗・営業施設

本社・支社(機能)

5億円以下 5億円超10億円以下

10億円超30億円以下 30億円超50億円以下

50億円以上

10億円超：38.4％

10億円超：51.5％

10億円超：35.7％

10億円超：35.5％

10億円超：18.6％

49.5%

44.4%

47.0%

71.8%

56.8%

17.4%

17.8%

27.3%

12.7%

14.9%

18.9%

17.8%

16.7%

14.9%

6.8
％

7.4
%

15.6%

8.1
％

工場・生産拠点

研究・開発拠点

倉庫・物流施設

店舗・営業施設

本社・支社(機能)

5億円以下 5億円超10億円以下

10億円超30億円以下 30億円超50億円以下

50億円超

10億円超：33.1％

10億円超：37.8％

10億円超：25.7％

10億円超：15.5％

10億円超：28.3％

n=146

n=33

n=56

n=31

n=43

n=190

n=45

n=66

n=71

n=74

拠点新設等に係る投資額(総額) 拠点新設等に係る投資額(総額)
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拠点稼働後に活用したい支援策【上位５[複数回答]】拠点稼働後に活用した支援策【上位５[複数回答]】

過去５年程度 今後５年程度

初期投資で活用した支援策 【上位５[複数回答]】

（支援策利用経営に対する効果【上位3[複数回答]】

初期投資で活用したい支援策 【上位５[複数回答]】

支援策の活用、効果

• 拠点投資に係る費用負担の軽減を目的に多くの企業で機械設備や建物に対する補助金・税制支援を活用しており、それによって生じた資金余
力を、さらなる投資拡大や賃上げ等に繋げている。一方、過去５年の初期投資や拠点稼働後において「支援策を活用していない」企業も多く、こ
うした自己資金で投資を行う企業の中からは、インフラ等の周辺環境整備を求める声も聞かれる。

• 設備機械・建物に係る各種支援策や自治体による手厚いフォローの存在が企業の大型投資を後押ししているものの、土地の用途変更等に係る
手続きや調査・用地取得等に係る費用負担の軽減、人材育成・省エネ化に関する支援ニーズも多い。

（支援策利用経営に対する効果【上位3[複数回答]】

37.9%

33.5%

29.1%

28.6%

20.3%

35.2%

機械設備に対する補助金

建物に対する補助金

建物に対する減税措置

機械設備に対する減税措置

融資制度

支援策は活用していない

60.5%

55.0%

53.2%

52.7%

33.2%

12.7%

機械設備に対する補助金

建物に対する補助金

機械設備に対する減税措置

建物に対する減税措置

用地に対する減税措置

支援策は活用しない

84.5%

33.6%

22.7%

設備投資計画の増強

従業員の賃上げの原資とする

新規人材確保の原資とする

86.1%

51.4%

34.1%

設備投資計画の増強

従業員の賃上げの原資とする

新規人材確保の原資とする

19.5%

14.6%

13.0%

7.6%

7.6%

54.1%

事業活動に対する減税措置

人材確保に関する支援

販路開拓に関する支援

受発注企業・協力企業等の紹介

融資制度

支援策は活用していない

60.5%

55.0%

53.2%

52.7%

33.2%

12.7%

機械設備に対する補助金

建物に対する補助金

機械設備に対する減税措置

建物に対する減税措置

用地に対する減税措置

支援策は活用しない

n=182

n=220

n=110 n=173

n=185

n=213



13企業投資例、企業からの声等

中堅・中小企業の投資に関する課題等（自由記述）地域における企業の投資例

⚫ 大手と異なり、中小は郊外の工場までの貸切バス等を運行することが現
実的ではない。従業員の定着・確保のためには、まちと工場団地をつな
ぐ交通機能や、まちなかの住環境の整備・充実が欠かせないが、一企
業の取組みには限界がある。行政による面的な整備が必要。         

（山形県 製造業）

⚫ 用地取得時や工場建設時に利用できる支援策は、指定期間内に新規
雇用何人以上という条件縛りがある場合が多く活用しにくい。一括採用
ができる大手と違い、中小・中堅企業は工場建屋は大きく作るが、その
中に入れる生産設備は数年掛けて増やし、人員も数年掛けて少しずつ
採用する手法をとるため、支援策を利用できないことが多い。

（岩手県 製造業）

⚫ 中小向け支援策は補助金額が10億円以下と少額なものが多い。助成
額が大きなものは交付要件が厳しく大手しか通らない印象。中堅向け
の支援策があればありがたい。    （福島県 製造業）

⚫ 新たな生産拠点を新設したが、鉄筋コンクリートのため償却期間が38年。
社長就任中に償却が終わらない等、投資回収期間としては長すぎる。
雇用を創出すれば特別償却が認められる等、実際の事業期間とあわせ
た投資支援があればありがたい。  （宮城県 製造業）

⚫ 今後、BCPと新たな顧客開拓の観点から、現在の本社・工場とは異な
る場所・地盤に工場等を建設したい。 （石川県 製造業）

⚫ 需要増に対し、タイムリーな投資をしていきたいが、土地利用規制が厳し
く、工場の拡張ができていない。既存拠点を増設する場合の土地利用
調整の迅速化や、建設基準法の接道義務の緩和等ができないか。

（香川県 製造業）

■お茶の井ヶ田㈱（宮城県仙台市）

•需要増に対応するため、菓子製造のため
の工場と集客施設を併設した拠点を新設。

•新工場の投資額は製造ラインを含めて９
億円。また、既存工場に１億円の新ライン
の導入を予定しており、合計の投資額は
10億円。

•施設見学や飲食を目的に来場者が増加。
人流が生まれたことで、近隣地域における
飲食店等の開業が相次ぐなど、地域の
賑わい創出にも貢献している。

■スズキハイテック㈱（山形県山形市）

•創業当時は他のメッキ加工業と同様に下
請型だったが、県内から大手半導体工場
が相次いで撤退し、売上が大幅に下がった
ことをきっかけに、下請型からの脱却を決意。

•売上が過去最低の11億円にまで落ち込
む中、 2018年に下請け型から研究開
発型への成長に向け、 25億円を先行投
資。投資を背景に、2023年の売上が42
億円に増加。異次元の成長を果たした。

•今後、新規２工場、計50億円の投資を
予定。2029年売上92億円の目標を掲
げている。
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0%(いない)
0.3%

0％超～10％未満
16.3%

10％以上～20％
未満

28.6%

20％以上～30％
未満

20.5%

30％以上～40％未満
11.9%

40％以上～50％未満
7.0%

50%以上
15.4%

0%(いない)

0％超～10％未満

10％以上～20％未満

20％以上～30％未満

30％以上～40％未満

40％以上～50％未満

50%以上

女性従業員
３割以上

34.3%

地域の若者・女性の確保・定着に向けた良質な雇用の創出

女性従業員割合

0.8%

21.3%

12.8%

15.0%

25.5%

32.6%

26.1%

17.6%

23.8%

19.0%

12.1%

12.4%

10.5%

6.3
％

6.0
％

9.8
％

16.3%

12.4%

19.6%

0人～100人

101人～300人

301人以上

３割以上：34.7％

３割以上：30.8％

３割以上：39.9％

（従業員規模別）

n=239

n=282

n=153

• 回答企業に製造業が多い中においても、全従業員に対する女性従業員割合が30％以上の企業は約３割を占める。

• 従業員規模別に女性従業員割合30％以上の企業をみると、301人以上の企業で４割、100人以下の企業でも約35％と、人手不足の中で、
女性の採用や本人の希望に応じて働き続けられる環境整備が一定程度進んでいることがうかがえる。また、東京圏・地方圏でみても女性従業員
割合に大きな差は生じていない。

19.7%

16.0%

18.0%

29.7%

24.6%

20.1%

11.5

％

11.9

％

8.2
%

6.9
％

16.4%

15.3%

３割以上：36.1％

３割以上：34.1％

n=674

東京圏

東京圏
以外

n=61

n=613

（地域別（東京圏、東京圏以外））
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0%(いない)
28.1%

0％超～10％未満
53.6%

10％以上～20％未満
8.8%

20％以上～30％未満
4.2%

30％以上～40％未満
1.0%

40％以上～50％未満
1.3%

50%以上
3.0%

0%(いない)

0％超～10％未満

10％以上～20％未満

20％以上～30％未満

30％以上～40％未満

40％以上～50％未満

50%以上

女性管理職
１割以上

18.3%

地域の若者・女性の確保・定着に向けた良質な雇用の創出

34.6%

31.3%

12.3%

42.7%

53.4%

70.3%

8.1%

8.2%

11.0%

0人～100人

101人～300人

301人以上

１割以上：22.7％

１割以上：15.3％

１割以上：17.4％

（従業員規模別）

女性管理職割合

n=234

n=281

n=155

• 全管理職に対する女性管理職の割合をみると、10％以上の企業は約２割、政府目標（2030年に30％）以上の企業は約５％。

• 従業員規模別では、100人以下の企業のうち、女性管理職割合が10％以上の企業は２割超と、他の規模に比べ、女性の管理職登用が進む。
一方、地域別では、地方圏に比べ、東京圏の女性管理職割合が高く、こうした状況から女性が多様な仕事・キャリアを求めて東京圏に流出してい
ることが推察される。

21.3%

28.7%

50.8%

53.9%

18.0%

7.9
％

１割以上：27.9％

１割以上：17.4％

n=670

東京圏

東京圏
以外

n=61

n=604

（地域別（東京圏、東京圏以外））
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• 企業における女性の活躍・定着に向けた取組み状況について、約５割が具体的な取組みを進めている一方、必要性を感じているが十分に取組め
ていない企業が４割強にのぼっており、引き続き女性の活躍・定着に向けた課題は残されている。

• 企業の投資意欲と企業の女性活躍に関する意識との関係については、投資意欲の高い企業ほど女性活躍の取組みが進んでいる。また、従業員
100人以下の企業でも同様の傾向であり、地域の包摂的成長に向けては、中堅・中小企業の投資を後押しする取組が必要。

地域の若者・女性の確保・定着に向けた良質な雇用の創出

女性活躍の必要
性を感じており、
取組んでいる

47.8%

必要性を感じている
が、十分に取組めて

いない
44.8%

あまり必要性を感じ
ず、取組んでいない

5.9%

その他
1.5%

必要性を感じており、取組んでいる

必要性を感じているが、十分に取組めていない

あまり必要性を感じず、取組んでいない

その他

女性の活躍・定着に向けた
取組み状況

企業の投資意欲（今後５年程度における拠点等の投資見込み）
と、女性の活躍・定着に向けた取組み状況

（従業員数100人以下）

女性活躍の必要性を感じてお
り、取組んでいる, 57.4%

50.0%

42.5%

36.8%

45.6%

48.1%

3.2%

3.2%

8.3%

2.6%

1.3%

1.1%

設備投資を計画している企業

検討中の企業

計画していない企業

女性活躍の必要性を感じて
おり、取組んでいる,47.8%

43.2%

39.7%

39.1%

45.5%

47.3%

6.5
％

6.8
％

11.0%

6.5
％

4.5%

2.1%

設備投資を計画している企業

検討中の企業

計画していない企業

n=674

n=155

n=158

n=351

n=46

n=44

n=146
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⚫ 女性が少ない業種だが、設計や現場管理等、女性技術者も活躍しやす
い職種を拡大。対外的にPRしている。 （秋田県 建設業）

⚫ 力仕事になりがちな現場の省力化に向け、製品を出荷する為のパレットに
製品箱を自動で段積みするロボットを導入。  （神奈川県 製造業)

⚫ 女性用のトイレ、更衣室等、福利厚生施設のリフォームを実施。
 （千葉県 運輸業)

⚫ 子育て世代の定着に向け社内に無料託児所を設置。(京都府 製造業)

⚫ 女性のキャリア育成やモチベーション向上に向け、研修や、経営層へのプレ
ゼンの機会等を増加。また、自部署以外の業務を体験する「トレーニー
制度」や、「役員メンター」制度を導入。目に見える実績・成果が出始め
ている。    （和歌山県 製造業)

⚫ 所定外労働時間の削減に向けて、DX化を実施したほか、男女ともに育
休等をとりやすい環境・雰囲気づくりを醸成。  （埼玉県 サービス業)

⚫ 女性が快適と思える職場は、男性にとっても快適であるため、現場や制度
面の改善等に幅広く取り組んでいる。       （静岡県 建設業）

⚫ 最近は男女を問わず、自ら管理職を目指す意欲のある職員が少なくな
ってきている。 （岡山県 製造業）

⚫ 女性管理職等のロールモデルがいない中、女性活躍に向けて女性従業
員も会社も手探りの状態。 （山形県 卸売業）

女性活躍・定着状況、取組み内容（自由記述）女性活躍・定着に向けた取組み内容 

人
材
育
成

就
労
環
境

制
度
・
待
遇

• 女性の活躍・定着に向けて、機械導入による現場の省人化等を通じた「女性も働きやすい労働環境の整備」や、「出産・子育て関連制度の整
備・拡充」の取組みが最も多い。また、女性のキャリア形成に向けた支援や男性社員の育休取得促進、人事制度改革等の取組みも進む。

• 女性が比較的少ない建設業や製造業においても、女性活躍に向けた人材育成や就労環境の整備、制度・待遇面の拡充等が行われている一方、
男女を問わず管理職を目指す従業員が少ない、ロールモデルがいない等を課題に挙げる声も聞かれる。

※予定を含む

40.6%

21.1%

67.5%

28.4%

63.3%

45.1%

40.6%

33.4%

27.9%

13.3%

女性のキャリア形成、管理職登用に向けた
研修機会等の付与（研修、資格取得支援等）

女性を惹きつける多様なキャリアプラン・職種の
拡充（デザイン、設計、企画、マーケティング等）

女性も働きやすい労働環境の整備（機械導入等による
現場の省力化・負担軽減、福利厚生施設の充実等）

働きやすいオフィス・工場等の空間デザイン・
レイアウト

出産・子育て関連制度の整備・拡充（短時間勤務
制度、子の看護休暇、職場復帰後の待遇等）

男性社員の育児休業等の取得促進

公正・透明な人事管理制度、評価制度の構築

女性も働きやすい柔軟な働き方に関する制度の導入
（テレワーク、勤務地限定制度の導入等）

非正規女性社員の正規社員化

職場のアンコンシャス・バイアスの解消（役員を
含む全社的な理解促進、登用目標の設定等）

n=616
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良質な雇用の創出に向けて（自由記述）女性の確保・定着に向けた取組み

⚫ 成長産業への挑戦や就業環境の改善等、企業自身が魅力を高める
ことで、親が子供を地域に残したい、この企業で働いてもらいたいと思
える企業や地域にしていきたい。 （秋田県 製造業）

⚫ 「女性が管理職になりたがらない」、「DX人材がいない」というのは、言い
訳であるように感じている。経営者自らが、人材育成について将来ある
べき企業、地域の姿を見据えた判断を行い、従業員に発信していきた
い。 （石川県 製造業）

⚫ モチベーション向上の一環の観点から、10年ほど前からベースアップを
実施。仕事の成果・価格転嫁の結果としてのベアでなく、まずは賃金を
上げてから成果を出してもらう、先行投資の形をとっている。結果として、
利益増となっており、いい循環ができている。 （石川県 製造業）

⚫ 長らく男性中心の社風だったが、人手不足から業績や社風が低迷した
ため、約20年前に女性の積極採用を開始した。経験がない中、募集
から教育研修、育休・復職支援のほか、管理職育成に向けた研修など
を段階的に拡充させている。 （千葉県 製造業）

⚫ 「女性も働きやすい職場づくりを進めること＝現場の作業負荷軽減、安
全確保」につながる。労働人口が減少する中、今後は人財確保を進め
る上で、男女ともに安心して働ける職場環境作りは不可欠。

（山梨県 製造業）

⚫ 男女ともに地域への定着人口が減少の一途であり、地域、企業として
本気の取り組みが必要。 （長野県 製造業）

■㈱能作（富山県高岡市）

•８億円を投じ、鋳物製造と産業観光機
能を持つ工場を新設。工場新設時等に
は、女性が戦力化できる分野・働きやす
さを重視。結果、女性割合が従業員
63％、管理職55％に増加。

•また、体験工房や観光案内所を併設し
た新工場は、新たな地域の観光名所に
なる等、新たな拠点を通じ、次世代の担
い手の育成や、ものづくり地域の魅力発
信にも貢献している。

■㈱別川製作所（石川県白山市）

•老朽化等を背景に、42億円を投じて塗
装工場を建設。新工場のコンセプトは
「女性も働ける工場」。

•新工場では、塗装工程における乾燥時
の熱排出が工場内に蔓延しないように工
夫をしたり、１つ１つ現場の危険性を見
直すことで、女性を含めて従業員が安全
で快適に働ける環境を整備。

•既に現場で２名が働いているほか、工場
以外においても、女性の営業職が増加
傾向にある。

地域の若者・女性の確保・定着に向けた良質な雇用の創出
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商工会議所向け調査
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製造業
16.9%

サービス産業
7.7%

商業施設
7.7%

その他施設
26.2%

具体的な計画はないが、
更地にして土壌汚染調査・

除染工事は実施
15.4%

跡地が活用され
ず、放置されている

16.9%

その他
9.2%

n=65

新たな企業が立地
58.5%

未活用跡地
41.5%

地域・近隣自治体における大規模工場等の立地・進出状況

地域・近隣自治体における
大規模工場等の立地・進出状況（複数回答） （参考）地域別回答状況（立地・進出状況）

■新たに進出してきた大規模工場等がある

■撤退した大規模工場等がある

■撤退・進出の動きはない

■もともと当地に大規模工場等はない

「その他の施設」の内容：物流施設、倉庫、産業団地、住宅地、教育施設、福祉施設 等

38.0%

43.3%

18.7%

7.6%

新たに進出してきた大規模工場等がある
              (建設中・計画段階を含む)

撤退・進出の動きはない

撤退した大規模工場等がある
          (今後の予定を含む)

もともと当地に大規模工場等はない
n=353

（工場等撤退後の跡地の利用状況等）

• 各地商工会議所および近隣自治体における大規模工場等の立地・進出状況は、「新たに進出してきた大規模工場等がある」が約４割。一方、
「撤退・進出の動きはない」が４割強にのぼる。

• 地域別に撤退状況を見ると、首都圏、大阪圏といった人口集中地域に多い。地方部では、撤退はみられるものの、新たに進出してきた企業も多く、
全国的に産業立地や拠点投資の意欲が高まっていると推察される。

• 工場等撤退後の跡地の約７割は製造業やその他の施設（物流、倉庫業）が立地する一方、跡地が放置される等、２割超が未活用跡地となっ
ている。
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積極的に誘致活動

を行っている

57.5%

今後誘致活動を行う予定

4.0%

過去に誘致活動を行って

いた(今は行っていない)

9.3%

誘致担当部署があるが、

活動状況は分からない

23.2%

その他

5.9%

n=353

行っている、行う予定
61.5%

現在行っていない、
わからない
38.4%

行政、商工会議所における企業誘致状況等

商工会議所における企業誘致や関連した
取組み状況（複数回答）

行政における
企業誘致状況

53.8%

42.2%

29.5%

24.6%

23.5%

17.3%

9.1%

6.5%

3.1%

0.8%

7.1%

企業誘致や産業団地の整備に向けた行政への提言・要望活動

進出企業に対する商工会議所活動など地域活動への参画促進

行政と連携した産業に関するビジョン・中長期計画等の策定

産業誘致の動向や進出企業等に関する地元企業への情報提供

地元高校・大学との就職イベント・情報交換会等の実施

進出企業と地域企業とのマッチング・情報交換会等の実施

企業進出を契機としたまちなかの賑わい創出等に関する事業

首長と会頭(経済界)によるトップセールス(誘致活動)の実施

地域企業の新分野進出・新規投資に向けた支援

地域の基幹産業における産業転換に向けた事業の実施

その他
n=353

• 商工会議所では、「企業誘致・産業団地の整備に向けた行政への提言・要望活動」、「行政と連携した産業に関するビジョン・中長期計画の策
定」等、新たな産業集積や産業転換など地域の稼ぐ力の強化に向けた面的な取組みが進む。

• また、進出企業に対する地域活動への参画促進、進出企業と地域企業とのマッチング事業等、産業立地を契機とした地域経済への波及促進に
関する取組みも展開されている。

• 行政でも産業立地や企業の投資を呼び込むために誘致活動が行われているが、行政の誘致活動が行われていない、活動状況がわからないとする
商工会議所も約４割存在。
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56.0%

43.2%

36.9%

36.1%

34.9%

26.4%

21.9%

17.6%

11.6%

10.8%

5.1%

3.7%

人材不足(新卒・中途、技術職など)

産業団地の造成に係る用地の不足

産業団地の不足

産業団地等の整備に向けた土地の利用調整

企業進出に伴う周辺環境の整備

関連インフラ不足

進出企業との新規取引ができる関連産業・企業が少ない

経済界の意見を踏まえた行政による産業ビジョン等の策定

撤退した工場等跡地の利活用

行政等の企業誘致や産業団地造成に関するノウハウ不足

老朽化・陳腐化した産業団地の再生

その他

n=352

行政、商工会議所における企業誘致状況等

企業立地に関する地域の状況・課題等（自由記述）企業誘致に関する地域の課題（複数回答）

⚫ 工場建て替えや増設に対応できる用地が足りない。製造業は既存工場を稼働さ
せながら新たな工場を建てるケースが多く、近隣に適地がないと、将来的な工場移
転等につながる可能性がある。 （長野県）

⚫ 行政が募集している区画が大きすぎて、市内事業者の投資希望があっても工業団
地に入れないことが多い。  （愛知県）

⚫ 地域企業が用地不足で撤退したことがある。  （新潟県）

⚫ 工業団地に現在空きがなく、整備されるとすぐに完売している状況。 （福島県）

⚫ 工場の撤退等があった場合、物流業の立地が多くなっている。製造業と比較すると地
元企業への波及効果が低いと感じている。  （大阪府）

⚫ 進出企業が原材料調達、設備購入、輸送、事業所向けサービスにおいて、地元企
業への発注する姿勢がない。人材の取り合いにもなっているとの指摘がある中、地域
への参画・理解促進に向けた活動が必要。 （岡山県）

⚫ 当地は農業が基幹産業だが、近隣地域の大規模半導体工場の稼働を受け、今後
観光政策と連動した六次産業化等、新たな産業立地を期待している。（大分県）

⚫ 当所では、県内・隣県の大学・高専向けの地元企業の見学会、説明会を実施し企
業を支援しているほか、将来的な人材の定着に向けて、小中高生、保護者向け事
業を開催している。  （山形県）

産業団地
関係

n=353

• 企業誘致に関する地域の課題としては「人手不足」が最も多く、次いで、「産業用地・団地の不足」などの産業団地関係項目や「企業進出に伴う
周辺環境の整備（住居、交通、商業機能等）」が続く。

• 企業誘致の促進に向けては、産業団地関連のインフラ整備のみならず、立地を契機とした地域経済循環の実現に向けて、新たに創出・獲得した
需要が地域企業やまちなかに還流する仕組みづくり、人材定着・獲得に資するまちづくり等とも連動した取組みが不可欠。
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